
○白石町公共工事の前金払に関する取扱要綱 

平成１７年１０月１日 

訓令乙第１４６号 

改正 平成２３年９月２２日訓令乙第４４号 

改正 平成２９年１２月２５日訓令乙第３８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、白石町財務規則（平成１７年白石町規則第４３号）第５４条

第２項に規定する公共工事の前金払及び中間前金払の取扱いに関し必要な事項を

定めるものとする。 

（前金払の対象及び金額） 

第２条 前金払の対象は、契約金額が５００万円以上のものとする。 

２ 前項の前金払の支払は、次のとおりとする。 

（１） 建設工事 当該契約金額の４割以内 

（２） 測量、建設コンサルタント業務等 当該契約金額の３割以内 

３ 前金払の金額に１万円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。 

 （前金払及び中間前金払の対象となる経費の範囲） 

第３条 前金払及び中間前金払の対象となる経費は、公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第５条の規定に基づき登録を受けた保

証事業会社（以下「保証事業会社」という。）の保証に係る建設工事の費用のう

ち、当該工事の材料費等（地方自治法施行規則附則第３条第１項に規定する「当

該工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該工事において償

却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労

務者災害補償保険料及び保証料」のことをいう。）に相当する額として必要な経

費とする。 

 （中間前金払の要件） 

第４条 中間前金払を行う要件は、既に前払金の支払いを受けている工事であって、

以下の全てを満たしていることとする。 

（１） 工期の２分の１を経過していること。 



（２） 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされ

ている当該工事に係る作業が行われていること。 

（３） 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が、契約金額の２分の

１以上の額に相当するものであること。 

 （中間前金払の割合） 

第５条 前条の規定により、発注者が受注者に支払う中間前払金は、契約金額の１

０分の２以内とする。ただし、前払金及び中間前払金との合計金額が契約金額の

１０分の６を超えてはならないものとする。 

（変更） 

第６条 設計変更その他の事由により契約金額が増減する場合は、その割合により

前金払及び中間前金払の金額を増減させることができる。 

 （債務負担行為（継続費も含む）に係る特例） 

第７条 受注者は、債務負担行為（継続費も含む）（以下「債務負担行為等」とい

う。）に係る契約については、当該会計年度の出来高予定額を対象として前金払

及び中間前金払の請求をすることができる。 

２ 発注者は、受注者が中間前金払を選択した場合においても債務負担行為等に係

る工事における各年度の出来高予定額（最終の会計年度に係るものを除く。）に

係る当該年度末（当該年度末における請負代金相当額が、当該会計年度までの出

来高予定額に達しないときは、当該年度末及び請負代金相当額が当該出来高予定

額に達した時点。以下第９条において同じ。）の出来高に対する部分払をするこ

とができる。 

３ 債務負担行為等に係る契約においては、第４条の「工期」を「当該会計年度の

出来高予定額に対応する工事実施期間」と、「既に行われた当該工事」を「既に

行われた当該会計年度における工事」と、「契約金額」を「当該会計年度におけ

る出来高予定額」読み替えて適用するものとする。 

 （繰越工事の特例） 

第８条 中間前金払をした工事において、受注者の責に帰することができない事由

によって年度内に完成することができず、繰越となるものについては、発注者は、

年度末の工事出来高が３分の２以上の場合に限り、年度末に部分払をすることが



できる。 

 （中間前金払と部分払の選択） 

第９条 中間前金払ができる場合において、中間前金払又は部分払のいずれを請求

するかについては、受注者が選択できるものとする。 

２ 受注者は、中間前金払の請求を行ったときは、さらに部分払の請求をすること

ができないものとする。この場合には、当該契約において、白石町建設工事請負

契約約款（以下「契約約款」という。）第３７条は適用しないものとする。ただ

し、第７条及び第８条に規定する年度を超えて施工する必要がある工事の場合は、

各年度末の部分払に限り契約約款第３７条を適用するものとする。 

３ 受注者は、部分払の請求（前項ただし書きに規定する場合において部分払を請

求するときを除く。）を行ったときは、さらに中間前金払の請求をすることがで

きないものとする。この場合には、当該契約において、契約約款第３４条第３項

及び第４項は適用しないものとする。 

（前金払の請求） 

第１０条 前金払の請求は、前金払請求書（様式第１号）により申請するものとす

る。 

２ 前項の請求書を提出する場合においては、公共工事の前払金保証事業に関する

法律（昭和２７年法律第１８４号）第５条の規定による登録を受けた保証事業会

社の保証書（以下「保証書」という。）を添付するものとする。 

 （中間前金払の請求） 

第１１条 中間前金払の請求を受けようとするときは、中間前金払の認定請求書（様

式第２号）に工事履行報告書（様式第３号）を添えて申請するものとする。 

２ 前項の申請を受けた場合には、工事履行報告書及び工程表により、第４条に規

定する要件を満たしていることを確認するものとする。 

３ 出来高の数値に疑義がある場合には、当該数値の根拠となる資料の提出を求め、

詳細な調査を行うものとする。 

４ 第２項の調査において、中間前金払が妥当と認められるときは、認定調書（様

式第４号）により通知するものとする。 

５ 前項の認定を受けた受注者が中間前金払の支払いを受けようとするときは、中



間前金払請求書（様式第５号）により、保証書を添えて申請するものとする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか 

必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年訓令乙第５５号） 

この要綱は平成２０年６月１日から施行する。 

附 則（平成２３年９月２２日訓令乙第４４号） 

この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。 

  附 則（平成２９年１２月２５日訓令乙第３８号） 

この要綱は、平成３０年１月１日から施行し、この要綱による改正後の中間前金

払に関する規定は、平成３０年４月１日から適用する。 



様式第 1 号(第 10 条関係) 

 

前  金  払  請  求  書 

 

金額 
   億   千   百   十   万   千   百   十   円 

 

  た だ し、      年  月  日 請 負 契 約 を 締 結 し た 下 記 工 事 

請 負 金 額 の      割 相 当 額 

 

１ 工 事 名 

２ 工 事 場 所 

３ 工   期  着工     年  月  日 

         成工     年  月  日  （    日間） 

４ 請 負 金 額                円 

 

   上記のとおり前払金の支払を受けたいので、保証事業会社の保証証書を  

そえて請求します。  

 

            年  月  日 

 

請負者 住所 

 

氏名                    ㊞ 

 

     白石町長  様 

 

振 込 先 

      銀行      店     口座番号 

口座名義人 



様式第 2 号(第 11 条関係) 

 

認 定 請 求 書  

 

 

１ 工 事 名 

２ 工 事 場 所 

３ 工    期  着工     年  月  日 

          成工     年  月  日  （    日間） 

４ 請 負 金 額               円 

５ 前 払 金 額                円 

６ 中間前払金額               円 

 

   上記の工事について、工事履行報告書（様式第３号）を添えて中間前金払の

認定を請求します。  

なお、本工事に関し、白石町建設工事請負契約約款第 40 条及び第 41 条の特

例による場合を除き、部分払の請求はいたしません。  

 

 

            年  月  日 

 

請負者 住所 

 

氏名                    ㊞ 

 

     白石町長  様 

 

 



様式第 3 号(第 11 条関係) 

 

工 事 履 行 報 告 書 

 

工 事 名  

工   期  

報告年月日  

月  別 
予定工程（％） 

（ ）は工程連行後 

実施工程（％） 

（ ）は工程連行後 
備  考 

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

年  月    

（記事欄） 

 

 

注1） 実施工程は、当該報告月までの出来高累計を記入してください。 

注2） 「月別」欄が不足する場合は、適宜増やしてください。 

注3） 継続事業において、各会計年度に分割して支払う場合は、認定請求年月日

の属する年度のみ記入してください。 



様式第 4 号(第 11 条関係) 

 

認 定 調 書 

 

１ 契約の相手方 

 

２ 工 事 名 

 

３ 工 事 場 所 

 

４ 工   期  着工     年  月  日 

         成工     年  月  日  （    日間） 

 

５ 請 負 金 額                円 

 

   上記の工事については、その進捗を調査したところ、中間前金払をすること

ができる要件を具備していることを認定する。  

 

 

 

 

            年  月  日 

 

 

白石町長 



様式第 5 号(第 11 条関係) 

 

中 間 前 金 払 請 求 書 

 

金額 
   億   千   百   十   万   千   百   十   円 

 

  た だ し、      年  月  日 請 負 契 約 を 締 結 し た 下 記 工 事 

請 負 金 額 の      割 相 当 額 

 

１ 工 事 名 

２ 工 事 場 所 

３ 工   期  着工     年  月  日 

         成工     年  月  日  （    日間） 

４ 請 負 金 額                円 

５ 既 受 領 額                円 

 

   上記のとおり中間前払金の支払を受けたいので、保証事業会社の保証証書を  

そえて請求します。  

 

            年  月  日 

請負者 住所 

氏名                    ㊞ 

 

     白石町長  様 

 

振 込 先 

      銀行      店     口座番号 

口座名義人 

 


